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住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）の概要

住宅団地の再生のあり方に関する検討会（平成２６年７月～平成２８年１月）（以下、「第１期検討会」という）では、生活支援施設などの機能の導入等を考
慮した事業法的観点を含んだ再生のあり方について、土地の共有関係が存在する住宅団地を対象として検討を行った。
その後、第１期検討会取りまとめを踏まえ、土地共有者の組合員算定方法の合理化等を内容とする都市再開発法の改正（平成２８年６月）及び建築基
準法第８６条の一団地認定について職権による取消しの手続き規定を追加する同法施行規則の改正（同年１０月）がなされたところである。
第１期検討会において中期的に検討すべきとされた課題への対応が、引き続き求められているとともに、上述の新たな手法については、具体的な運用を
示すなど活用促進を図る必要がある。また、都市郊外における戸建住宅団地については、空き家の増加、高齢化の進展に加えて、今後人口減少が進む
中でどのように将来像を描くべきかが大きな課題となっている。
これらの課題に対応するため、「住宅団地の再生のあり方に関する検討会」を改組し、「住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）」を設置する。

平成２９年 ８月 １日 住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期） を設置、第１回検討会を開催
平成２９年１０月３１日 第２回検討会を開催
平成３０年 ２月２８日 第３回検討会を開催、中間とりまとめ
平成３０年度 ４回前後の検討会を開催し、とりまとめを予定
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検討目的
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角野 幸博 関西学院大学総合政策学部教授
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（オブザーバー） 国土交通省都市局都市計画課長
国土交通省都市局市街地整備課長
国土技術政策総合研究所住宅研究部住宅性能研究官
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住宅団地の再生のあり方に関する検討会（第２期）の概要

マンション敷地売却制度を団地型マンションに適用するための運用を整理し、ガイドラインとしてとりまとめるとともに、マンション建替え円滑化法施行
規則（省令）及び基本方針（告示）を平成３０年３月に改正。

中間とりまとめ 〔平成２９年度検討事項〕

都市再開発法改正（平成２８年）により措置された組合員算定方法の合理
化を踏まえ、団地型マンションの再生に市街地再開発事業を適用する上
での留意点等についてマニュアルとしてとりまとめ

○土地等を共有する全棟の耐震性が不足する場合に各棟において４／５のマンション敷
地売却決議を行うことにより、全棟が買受人により除却されるスキーム

〔具体的な措置〕
○上記の場合の手続きを新たに法令上位置づける（マンション建替え円滑化法施行規
則改正）とともに、手続きの同時一体性の確保や棟をまたいだ区分所有者の衡平性
を担保するために関係主体が取り組むべき事項を措置（マンション建替え円滑化基本
方針改正）

○事業の各段階における留意点等について、耐震性不足のマンションに係るマンション
敷地売却ガイドラインを改訂し新たに位置づけ

複数棟型マンション敷地売却制度（概要）

建築基準法施行規則改正等（平成２８年）により明確化された一団地認定の職権取消しについて、取消しの手続きや建築基準法不適合が発生しな
いための留意点等についてガイドラインとしてとりまとめ

複数棟型マンション敷地売却制度の構築

再開発の枠組みを活用した住宅団地再生マニュアルの策定

一団地認定の職権取消しガイドラインの策定

同一の買受人
（又はグループ）
に売却

Ａ，Ｂ棟の区分所有者
それぞれで４／５決議

再開発事業による
住宅団地の再生

公益施設等

建替え

広場

・社会構造の変化に対応した公益的施設の不足
・地域に必要な防災機能の不足 等
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